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Ⅰ 団体の概要 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都内小・中学校全校に特別支援教室が設置され、利用者数が年々増加

し、小学校約2万４千人、中学校約5千人、計約3万人となり、それに

伴う教員数の増加（約3千人）も著しい。情緒障害教育経験年数5年以

下の教員が全体の約7割を占め、効果的な指導が行われるためには担当

教員の専門性の向上は必須である。ここ数年、特別支援教室での社会性

指導の活動集等は多くの場で手に入れることができるようになったが、

子どもをアセスメントする力量が未熟なため、その教材をどの段階の誰

に実施すれば良いかが分からず、指導の効果が上がらないという現状が

見られる。また、「特別支援教室運営ガイドライン」による原則の指導

期間についての解釈も地区ごとに様々で、混乱している現状が見られ

た。これらの課題を踏まえ、各研修会の内容を設定し実施した。 

★令和 4年度 実態調査より抜粋 

 

 

 

 

 

 

  

 

研究主題 情緒障害教育における障害特性に応じた自立活動について 

～特別支援教室等における児童・生徒のアセスメントと専門的な指導～ 

 本会（略称：都情研）は東京都の特別支援教育の充実・発展に寄与

することを目的とし、情緒障害教育、発達障害教育等に関する専門研

修を通して、教職員の専門性向上を目指している。研修会は全都の公

立幼・小・中学校教職員、区市町村教育委員会職員等が対象となる。

具体的な研修会として、全都を5ブロックに分けて開催する地区ブ

ロック研修(年間 6回)と、全都を対象に開催する全体研修（年間4

回）を設定している。また、情緒障害通級指導学級時代から継続的に

実態調査を実施し、それらを踏まえた上での実践的な研修となるよう

努めている。 

 



【令和４年度東京都教育委員会研究推進団体 東京都公立学校情緒障害教育研究会】 

Ⅲ 夏季研究大会【7 月 22 日（金）開催】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総会記念講演に続き、北海道大学准教授：岡田智先生を講師と

して招き、都内4地区の実践報告を行い、具体的な指導の実際を

参加者と共有する機会を設定した。障害特性を踏まえた上での指

導のパッケージ化と、その子の発達段階を含め、その時点での状

態像を踏まえたオーダーメイドの指導の両面が必要であることを

ご示唆いただいた。また、岡田先生の調査研究では指導時間が短

い場合には指導の効果が低く、むしろマイナスになる場合もある

という話題も提示いただいた。（以下は世田谷区立松沢小学校の実践

より抜粋） 

Ⅳ 秋季セミナー【11 月 15 日(火)開催】 

 

 

 

 

 

 

 

＜連絡先＞ 

団体名 東京都公立学校情緒障害教育研究会 

代表者 

所属 墨田区立業平小学校 

職 氏名 校長 伊藤 康次 

連絡先 03-3625-0331 

事務局 

所属 西東京市立東伏見小学校 

職 氏名 指導教諭 上山 雅久 

連絡先 042-463-4517 

 

 元中教審委員：田中容子先生、東京都教職員研修センター：増田

知洋指導主事をお招きし、本会会長伊藤校長、上山指導教諭と共に

「特別支援教室における指導目標と原則の指導期間の考え方」をテ

ーマにパネルディスカッションを実施した。この中で増田先生から

は「特別支援教室運営ガイドライン」にもあるように、「原則の指導

期間を定めて指導を終了すること自体が目的とならないように、重

要なのは、適切な実態把握の元、毎年の指導目標の設定と指導の評

価を適切に行っていくことである」とお話しいただいた。原則の指

導期間の意味合いは、『基本的に1年間しか在籍できません、最長

2年間までしか在籍できません』ということではなく、2年間の指

導に対して成果を確認し、指導目標の達成に至らなかった場合は、

改めて適切な支援の在り方から考え直そう、というところが大切で

あることを確認した。 

今後は、適切なアセスメントを基にした目標設定、効果的な指導、指導

の評価をより具体的なケースを通して積み重ねる必要がある。特別支援

教室及び本会に対する期待に応えるべく今後も実践的な研究に努める。 

Ⅴ 次年度への課題 


